
団体名
団体web
サイトURL https://www.jsurp.jp/

申請事業の分類
① ②イノベーション企画支援事業

申請事業の分類
② -

申請事業の分類
③ -

領域① ３）地域社会における活力の低下その他の社会的に困難な状況に直面している地域の支援に係る活動領域②

⑥  地域の働く場づくりの支援 -

⑦  安心・安全に暮らせるコミュニティづくりへの支援 -

- -

領域③ 領域④

- - -

設立年月日
法人格取得年月日

団体概要

代表者名

代表者の役職

代表者名 2

代表者の役職 2

役員の人数

（その内）監事/監査役・会計参与の人数

置いている監事のうち公認会計士または税理士の人数

職員・従業員合計

常勤・有給・有期

常勤・有給・無期

常勤・無給(有期・無期)

非常勤・有給・有期

非常勤・有給・無期

非常勤・無給(有期・無期)

事務局体制の備考

決済責任者、経理担当者、通帳管理者のうち、決済責任者と通帳管理者が異なるこ
と

1.必要な会計帳簿が備えられている

2.業務別に区分経理ができる体制である

年間決算の監査を行っているか

1 前年度の助成件数 （件）

2020年度通常公募_団体情報シート

認定特定非営利活動法人日本都市計画家協会
申請事業名

申請受付番号 2048
主題 多分野連携による新たなイノベーションまちづくり構築事業

副題
コミュニティをベースとした新しい機能・空間の実装による地域のリ・デザ

イン
優先すべき社会の諸課題選択科目

分野① 分野②

-

-

-

分野③ 分野④
-

申請事業概要

地域のコミュニティをベースとしつつ、地域外の企業・団体などとの連携も通しながら、新しい機能や空間の実装を通して地域の変革に向けた取り組みを支援するものである。例えば、中心市街地における歴
史的街並みをなす民家の修復・利用の事業化、郊外住宅地の高齢者に対する健康維持のための散歩ナッジや見守り支援新技術導入、里山・里海での宿泊施設や民家、キャンプ場などを活用したワーケーショ
ン、離島・中山間地での自然資源・歴史文化を継承する大人向け自然学校やマイクロツーリズムなどの新規事業の創出などがイメージとして挙げられる。 実行団体としては、地域でまちづくり活動を行う民
間公益活動団体を核に地域内外の企業・団体が連携するコンソーシアムを想定する。中心市街地、郊外住宅地、里海・里山、離島・山間地といった対象地域において、モデルプロジェクトの実証・実装を推進
し、その成果を地域類型に応じた変革のモデルとして横展開を図る。 事業期間の終了段階では、社会的インパクトを評価し、地域外での横展開が始動する状態を期待する。中長期的には、対象地域において
「イノベーションが当たり前」という文化気風が定着することをめざす。

団体組織情報

1
●設立・法人取得年月日

1993/4/9
2001/8/21

2

●団体概要
1993年設立、2001年NPO法人化、2014年認定NPO法人取得。現場に即したプランナー集団として、学識、コンサルタン
ト、行政職員など多様なメンバーにより構成される（2019年度末時点の会員数約400名）。 具体的には、出前講座等や震
災復興支援といったまちづくり団体への支援、専門家を対象とした人材育成、全国まちづくり会議や支部を通じた異分野連
携・交流活動・普及啓発等の活動を展開するなど、まちづくりの伴走支援経験を豊富に有する。
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●代表者情報
小林 英嗣

会長

-

-

特になし
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●役員

39人

2人

0人
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●事務局職員

17人

以下、職員・従業員の内訳

2人

0人

0人

15人

0人

0人

8
●監査

①監事で実施

6
●資金管理体制

問題なし

7

●区分経理・帳簿

問題なし

問題なし

助成実績

7団体



2 前年度の助成総額（円）

システム入力
誓約 チェックあり

業務1.1の確認 チェックあり

業務1.2の確認 チェックあり

業務2の確認 チェックあり

業務3 該当なし
業務3の確認 チェックあり

同意 チェックあり

300,000円
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助成事業の実績内容

2006年から全国の民間まちづくり活動の顕彰・普及を目的とした日本都市計画家協会賞を創設し、延べ110団体の草の根まちづくり活動を表彰している（賞金総額は1,000万円超）。さらに、全
国の都市計画・まちづくりで活動する若きプランナーの顕彰・支援を目的とした楠本洋二賞を延べ約20名に対して授与（賞金総額約500万円）。また、推進チームメンバーを、助成事務経験を有
する者で構成する（中間支援組織で寄付を募り助成金事業を担当した者、街並み保存活動団体で海外財団とパートナーシップ契約を結び震災復旧工事の助成金事業を担当した者、行政事業の評価
事務局経験を有する者等）。

個人情報保護に関する基本方針の同意

誓約確認等
欠格事由に関する誓約

業務に関する確認




